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臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に関する要請書
　貴職の地方自治の確立にむけたご努力に、心より敬意を表します。とりわけ、新たな連立政権の発足により、地方分権改革、公務員制度改革の一層の推進にむけた取り組みが期待されています。
　さて、今日、自治体に働く臨時・非常勤等職員は自治労推計で60万人を超え、自治体の最前線にあって地域における公共サービスを担っています。その多くは「基幹的・恒常的」な業務に就いており、「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告書」（2009年1月23日）でも指摘されている通り、臨時・非常勤等職員の労働をなくして公共サービスが提供できない実態にあります。
　しかし、臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件は、常勤職員との間に大きな格差が存在しています。さらに、雇い止めの不安は常につきまといます。
　現行の臨時・非常勤等職員については、法が想定していた状況とはあまりにも乖離があり、実態を踏まえた賃金、雇用に関する法的整備が強く望まれるところです。地方公務員制度調査研究会報告（1999年4月）においても、一般的な短時間勤務職員制度の導入に関する検討等の必要性などが提言されていることを受け止め、実態にあわせた法整備に着手するとともに、パートタイム労働法の改正や近年の裁判の判断などの動向を踏まえ、常勤職員との均等待遇がはかられるよう、下記のとおり要請します。
　
記
１．自治体行政サービスの提供に欠くことができない臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定をはかるため、具体的な施策を行うこと。
２. 地方公務員制度調査研究会報告において中長期的課題とされた「任期の定めのない短時間公務員制度」について、自治体における実態を踏まえ、早急に検討すること。
３. 非常勤職員の給与に関する人事院指針（2008年8月26日）の内容を最低として、臨時・非常勤等職員の給与等の改善がはかられるよう、必要な対応をはかること。

４． 非常勤職員について、諸手当支給が可能となるよう制度改正等を行うこと。
また、勤務時間及び勤務実態が「常勤の職員」にある非現業の非常勤職員に対して、条例・規則等にもとづき諸手当を支給することは、近年の判例から見ても可能であることから、各自治体の自主的判断を尊重すること。
５．中野区非常勤保育士再任用拒否事件の地位確認請求訴訟（東京高裁―平成18年（ネ）3454号）の高裁判決が、反復任用された非常勤職員に対する実質面に即応した法の整備を求めたことを受け止め、臨時・非常勤等職員について、労働者保護を目的とした法制度の整備を図ること。
６.　臨時・非常勤等職員を共済組合制度の適用とすること。
７.　仕事と家庭の両立支援策拡充の観点から、臨時・非常勤等職員についても育児休業と介護休暇を取得できるよう、地方公務員の育児休業等に関する法律の改正を行うこと。
以　上　
